
自動車排出ガス対策に関する要望 

 

 首都圏の大気汚染は、八都県市が連携して行っているディーゼル車 

規制により、粒子状物質や窒素酸化物については年平均値が低減する 

など一定の改善傾向が見られる。しかしながら、幹線道路沿いの高濃度

汚染は依然として深刻な状況にある。 

こうした中、「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定

地域における総量の削減等に関する特別措置法」が本年５月に改正され、

８月に政省令が、１０月には基本方針が示され、改正内容が明らかに  

なった。 

しかしながら、従前より八都県市で求めていた対策地域への流入車両

対策については、周辺県事業者の法適合車の使用は単なる努力義務に 

とどまるとともに、法適合車の使用を促すためのステッカー制度に  

ついても、その貼付が義務化されていないなど実効性の面で不十分と 

言わざるを得ない。 

また、国は、平成２１年から開始を予定しているいわゆるポスト   

新長期規制において、車両総重量により適用開始時期を遅らせる区分を

設定するとともに、約１年間の継続生産期間を設け、実質的にポスト  

新長期規制適合車の市場投入を先送りすることを認めており、その結果、

窒素酸化物や粒子状物質に関する大気環境の改善が遅れることが危惧 

される。 

 

 首都圏の大気環境改善を早期に実現させるため、次のとおり強く要望

するものである。 

 

１ 国は、車検制度を活用したステッカー交付の仕組みを構築するなど

必要な対策を講じるとともに、更なる法改正を検討し、早期に実効性

ある流入車対策を実施すること。 

 

２ ポスト新長期規制の開始時期については、車両総重量による区分を

設けることなく、平成２１年１０月１日から一律に実施すること。 

また、ポスト新長期規制適合車の早期市場投入を促進させるために、

継続生産車への適用猶予期間を設けない等の措置を講じること。 
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